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ＪＩＣＡ環境社会配慮ＪＩＣＡ環境社会配慮
ガイドライン（案）ガイドライン（案）

パブリックコンサルテーションパブリックコンサルテーション

企画・評価部企画・評価部

環境・女性課環境・女性課
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本日の説明本日の説明

１．１．JICAJICA環境社会配慮ガイドライン改定委員環境社会配慮ガイドライン改定委員
会の提言会の提言

２．ガイドライン改定までのスケジュール２．ガイドライン改定までのスケジュール

３．環境社会配慮ガイドライン（案）の概要３．環境社会配慮ガイドライン（案）の概要
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JICAJICA環境社会配慮ガイドライン改定委員会の提言環境社会配慮ガイドライン改定委員会の提言

改定委員会改定委員会による「提言」の提出による「提言」の提出

–– 平成平成1414年年1212月から平成月から平成1515年年99月の月の1010ヶ月間ヶ月間に亘りに亘り計計1919回回のの
委員会を委員会を開催（月平均２回のペース）開催（月平均２回のペース）。。平成平成1515年年1010月月JICAJICA理理
事長に対し提言事長に対し提言がが提出提出された。された。

多様な構成メンバー多様な構成メンバーからなる改定委員会からなる改定委員会

–– 大学関係者、大学関係者、NGONGO、民間団体、関係府省といった多様な立、民間団体、関係府省といった多様な立
場の委員場の委員（計２４名）（計２４名）から構成から構成

委員会の透明性委員会の透明性

–– 会議は公開。当日参加者の出席と発言が可能。会議は公開。当日参加者の出席と発言が可能。

–– 会議の資料と会議の資料と議事録議事録は、は、WEBWEB上にすべて公開上にすべて公開

提言提言（（http://www.jica.go.jp/global/environment/pdf/01.pdfhttp://www.jica.go.jp/global/environment/pdf/01.pdf））
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提言の目次提言の目次

１．はじめに１．はじめに

２．２．JICAJICA協力事業における環境社会配慮の状況協力事業における環境社会配慮の状況

３．３．JICAJICA協力事業における環境社会配慮についての基本的考え方協力事業における環境社会配慮についての基本的考え方

４．日本国政府等に求められる取組４．日本国政府等に求められる取組

５．環境社会配慮ガイドラインの基本的なあり方５．環境社会配慮ガイドラインの基本的なあり方

６．環境社会配慮ガイドラインの適切な実施・遵守の確保６．環境社会配慮ガイドラインの適切な実施・遵守の確保

７．ガイドラインの構成と内容７．ガイドラインの構成と内容

ⅠⅠ．基本的事項．基本的事項

ⅡⅡ..基本的手続き基本的手続き

ⅢⅢ..環境社会配慮支援・確認の手続き環境社会配慮支援・確認の手続き
実際のガイドライン
に相当する部分
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平成平成1515年年1010月月下下旬旬

1111月月1212日、日、2121日日

1212月３日～月３日～

平成平成1616年年２２月６日月６日

22月中旬月中旬

33月上旬月上旬

33月中旬月中旬

ガイドラインガイドライン11次案の作成次案の作成

第１、第２回フォローアップ委員会の開催第１、第２回フォローアップ委員会の開催

パブリックコメントの募集パブリックコメントの募集とと
パブリックコンサルテーションの開催パブリックコンサルテーションの開催

第３回フォローアップ委員会の開催第３回フォローアップ委員会の開催

ガイドラインガイドライン22次案の作成次案の作成

第第４４回フォローアップ委員会の開催回フォローアップ委員会の開催

JICAJICA環境社会配慮ガイドラインの改定環境社会配慮ガイドラインの改定

2.2.ガイドライン改定までのスケジュールガイドライン改定までのスケジュール
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３３．．JICAJICA環境社会配慮環境社会配慮
ガイドライン（案）概要ガイドライン（案）概要
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JICAJICA環境社会配慮ガイドライン（案）環境社会配慮ガイドライン（案）
の構成の構成

序論序論

II．基本的事項．基本的事項

IIII．環境社会配慮のプロセス．環境社会配慮のプロセス

IIIIII．環境社会配慮の手続き．環境社会配慮の手続き
別紙１別紙１ 相手国政府に求める環境社会配慮の要件相手国政府に求める環境社会配慮の要件

別紙２別紙２ 一般に影響を及ぼしやすいセクター一般に影響を及ぼしやすいセクター･･特性、特性、

影響を受けやすい地域の例示影響を受けやすい地域の例示

別紙３別紙３ スクリーニング様式スクリーニング様式

別紙４別紙４ カテゴリカテゴリAA案件のための環境影響評価報告書案件のための環境影響評価報告書
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I.I. 基本的事項基本的事項

目的目的

–– JICAJICAが行う環境社会配慮支援・確認の適切な実施が行う環境社会配慮支援・確認の適切な実施
を確保することが目的を確保することが目的

JICAJICAが行う環境社会配慮の責務と手続きを明確が行う環境社会配慮の責務と手続きを明確
にするにする

相手国政府に対し、相手国政府に対し、JICAJICA環境社会配慮の要件を環境社会配慮の要件を
示し、適切な実施を促す示し、適切な実施を促す
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１．幅広い影響を配慮の対象とする１．幅広い影響を配慮の対象とする

２．早期段階から環境社会配慮を実施する２．早期段階から環境社会配慮を実施する

（（戦略的環境アセスメントの考え方の導入戦略的環境アセスメントの考え方の導入））

３．協力事業完了以降にフォローアップを行う３．協力事業完了以降にフォローアップを行う

４．協力事業の実施において説明責任を果たす４．協力事業の実施において説明責任を果たす

５．ステークホルダーの参加を求める５．ステークホルダーの参加を求める

６．情報公開を行う６．情報公開を行う

７．７．JICAJICAの実施体制を強化するの実施体制を強化する

環境社会配慮の基本方針環境社会配慮の基本方針



2004/2/272004/2/27 1010

環境社会配慮の主体は相手国政府環境社会配慮の主体は相手国政府

JICAJICAはガイドラインに沿って、相手国政府が行うはガイドラインに沿って、相手国政府が行う

環境社会配慮の環境社会配慮の支援と確認を支援と確認を行う。行う。

相手国と共同して環境社会配相手国と共同して環境社会配
慮調査を行い、適切な技術的慮調査を行い、適切な技術的
支援を行う支援を行う

事業の実施段階においてモニ事業の実施段階においてモニ
タリングを行うタリングを行う

協力事業の終了後、フォロー協力事業の終了後、フォロー
アップを行うアップを行う

早い段階からの広範な環境早い段階からの広範な環境
社会配慮の確保社会配慮の確保

説明責任と透明性の確保説明責任と透明性の確保

本ガイドラインの関連部分を本ガイドラインの関連部分を
専門家にも尊重させる専門家にも尊重させる

JICAJICAの責務の責務
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––開発調査開発調査

比較的大規模で、専門的な事業を実施するために必要とさ比較的大規模で、専門的な事業を実施するために必要とさ
れる調査れる調査

––無償資金協力事業の事前の調査無償資金協力事業の事前の調査

外務省主管による資金の返済を求めない協力事業外務省主管による資金の返済を求めない協力事業

規模は比較的小規模だが多様規模は比較的小規模だが多様

––技術協力プロジェクト技術協力プロジェクト
JICAJICA主管の協力事業主管の協力事業

規模は比較的小規模、種類はさまざま規模は比較的小規模、種類はさまざま

対象とする協力事業対象とする協力事業
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緊急時の措置緊急時の措置

自然災害の復旧や紛争後の復旧・復興支援など自然災害の復旧や紛争後の復旧・復興支援など
の場合、審査諮問機関に諮問した上でガイドライの場合、審査諮問機関に諮問した上でガイドライ
ンの手続きを一部省略することが出来る。ンの手続きを一部省略することが出来る。

審査諮問機関の検討結果は情報公開する。審査諮問機関の検討結果は情報公開する。
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II.II. 環境社会配慮のプロセス環境社会配慮のプロセス

情報の公開情報の公開

–– 情報公開は相手国政府が主体的に行うことが原則情報公開は相手国政府が主体的に行うことが原則

–– JICAJICAの役割の役割
協力事業を通じて相手国政府が行う情報公開を支援協力事業を通じて相手国政府が行う情報公開を支援

環境社会配慮に関する重要な情報を協力事業の主要な環境社会配慮に関する重要な情報を協力事業の主要な
段階で、適切な方法で自ら公開段階で、適切な方法で自ら公開

–– 情報公開の手段情報公開の手段
ウェブサイト、ウェブサイト、JICAJICA図書館図書館・・現地事務所での閲覧現地事務所での閲覧
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合理的な範囲内でできるだけ幅広く合理的な範囲内でできるだけ幅広く、相手国政、相手国政
府と共同で実施府と共同で実施

協議の結果は、協力事業に反映協議の結果は、協力事業に反映

カテゴリＡについては、少なくとも３回実施カテゴリＡについては、少なくとも３回実施

–– スコーピング時スコーピング時

––環境社会配慮の概要検討時環境社会配慮の概要検討時

––協力事業の最終報告書案が作成された段階協力事業の最終報告書案が作成された段階

ステークホルダーとの協議ステークホルダーとの協議
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大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、生態系及び生大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、生態系及び生
物相等を通じた、人間の健康と安全への影響及び自然物相等を通じた、人間の健康と安全への影響及び自然
環境への影響、並びに以下のような社会的影響環境への影響、並びに以下のような社会的影響

非自発的移転等の人口移動非自発的移転等の人口移動

雇用や生計手段等地域経済雇用や生計手段等地域経済

土地利用、地域資源利用土地利用、地域資源利用

社会関係資本、地域の意思決定社会関係資本、地域の意思決定
機関等社会組織機関等社会組織

社会インフラ、社会サービス社会インフラ、社会サービス

貧困層、先住民族貧困層、先住民族

被害と便益の分配や開発プ被害と便益の分配や開発プ
ロセスにおける公平性ロセスにおける公平性

ジェンダージェンダー

子どもの権利子どもの権利

文化遺産文化遺産

地域における利害の対立地域における利害の対立

HIV/AIDSHIV/AIDS等の感染症等の感染症

環境社会配慮の項目環境社会配慮の項目
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審査諮問機関を常設審査諮問機関を常設

–– 環境社会配慮の支援と確認に関する助言を環境社会配慮の支援と確認に関する助言を
得る得る

–– 必要な知見を有する外部の専門家から構成必要な知見を有する外部の専門家から構成

審査諮問機関への諮問審査諮問機関への諮問
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環境・社会への望ましくない影響が最小限かある環境・社会への望ましくない影響が最小限かある
いはほとんどないと考えられる事業いはほとんどないと考えられる事業

ＣＣ

環境・社会への望ましくない影響がカテゴリＡに環境・社会への望ましくない影響がカテゴリＡに
比して小さいと考えられる事業比して小さいと考えられる事業

ＢＢ

環境・社会への重大で望ましくない影響の可能性環境・社会への重大で望ましくない影響の可能性
を持つ事業を持つ事業

ＡＡ

定義定義カテゴリカテゴリ

カテゴリＡに分類された事業は、特に慎重な環境・社会配慮
が要求される。

カテゴリ分類カテゴリ分類
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参照する法令と基準参照する法令と基準

相手国政府等が定めた環境や地域社会に関す相手国政府等が定めた環境や地域社会に関す
る法令や基準る法令や基準

日本、国際機関、地域機関、先進国のグッドプラ日本、国際機関、地域機関、先進国のグッドプラ
クティスクティス

ガバナンスの状況に留意ガバナンスの状況に留意
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社会環境と人権への配慮社会環境と人権への配慮

環境社会配慮への支援・確認を行う際には、環境社会配慮への支援・確認を行う際には、当当
該国の社会的・制度的条件及び協力事業が実該国の社会的・制度的条件及び協力事業が実
施される地域の実情を十分に考慮施される地域の実情を十分に考慮するする

協力事業の実施に当たり、協力事業の実施に当たり、国際人権規約をはじ国際人権規約をはじ
めとする国際的に確立した人権基準を尊重めとする国際的に確立した人権基準を尊重するする
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要請検討時要請検討時、、スクリーニングによるカテゴリ分スクリーニングによるカテゴリ分
類を行った上で、協力事業に関する環境社会類を行った上で、協力事業に関する環境社会
配慮について配慮について外務省に提言を行う外務省に提言を行う

当初想定していなかった不適切な点が判明し当初想定していなかった不適切な点が判明し
た場合、適切な配慮が確保されるようた場合、適切な配慮が確保されるよう協力事協力事
業に必要な措置を盛り込む業に必要な措置を盛り込む

対応を行っても環境社会配慮が対応を行っても環境社会配慮が確保できない確保できない
と判断する場合は、協力事業を中止すべきことと判断する場合は、協力事業を中止すべきこと
を意思決定し、外務省に提言するを意思決定し、外務省に提言する

JICAJICAの意思決定の意思決定
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事業部が行う環境社会配慮作業を審査、必要な事業部が行う環境社会配慮作業を審査、必要な
意見を述べる部局を設置予定意見を述べる部局を設置予定

別途定めるところにより、事業担当部局から独立別途定めるところにより、事業担当部局から独立
した組織により本ガイドラインの不遵守に関するした組織により本ガイドラインの不遵守に関する
異議申立への対応を行う異議申立への対応を行う

ガイドラインの適切な実施と遵守の確保ガイドラインの適切な実施と遵守の確保
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ガイドラインの適用と見直しガイドラインの適用と見直し

20042004年年44月月11日より施行し、日より施行し、20042004年度の要請案件年度の要請案件
から適用から適用

施行後５年以内に包括的に検討し、必要に応じ施行後５年以内に包括的に検討し、必要に応じ
て改定て改定

改定にあたっては透明性と説明責任を確保改定にあたっては透明性と説明責任を確保

調査研究の成果を改定に反映調査研究の成果を改定に反映
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環境社会配慮の手続き環境社会配慮の手続き（イメージ）（イメージ）

プロジェクトの審査・承認

カテゴリ分類

EIAレベルの調査実施 ス
テークホルダーとの協議：ス
コーピング時、環境社会配
慮の概要検討時、最終報告

書案の段階

プロジェクトの計画立案

IEEレベルの調査実施
ステークホルダーとの協議は

必要に応じて行う

環境社会影響の特
段の確認の必要な

し

カテゴリA カテゴリC
カテゴリB

プロジェクトの実施（モニタリング）

プロジェクトの事後評価
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プロジェクトサイクルとプロジェクトサイクルと
JICAJICA協力事業の関係協力事業の関係

評価

実施・監督

承認

交渉

審査

準備

発掘

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲ
ｸﾙ

資金協力機関等が担
当

資金協力機関等が担
当

資金協力機関等が担
当

資金協力機関等が担
当

資金協力機関等が担
当

開発調査を通じてJICA
が担当

外務省が担当
：JICA提言を参考

開発調査

事業評価は外務省、基
本設計調査評価は
JICAが担当

外務省が担当（JICAは
実施促進を担当）

外務省が担当

外務省が担当

外務省が担当

事前の調査を通じて
JICAが担当

外務省が担当
：JICA提言を参考

無償資金協力

JICAが担当

JICAが担当

JICAが担当

JICAが担当

JICAが担当

JICAが担当

外務省が担当
：JICA提言を参考

技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
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要請確認段階要請確認段階((全てのスキームに共通全てのスキームに共通))

カテゴリＡカテゴリＡについては、事業実施国名、場所、については、事業実施国名、場所、
事業概要の事業概要の33点を点をHPHP上で一定期間公開して上で一定期間公開して外外
部の情報や意見を収集部の情報や意見を収集 。外務省に対する環境。外務省に対する環境
社会配慮に関する社会配慮に関する提言に反映提言に反映。。

協力事業の開始が確定した段階で協力事業の開始が確定した段階で以下の情報以下の情報
を公開。を公開。カテゴリＡとＢについては、カテゴリＡとＢについては、JICAJICAが外務が外務
省に提言した内容省に提言した内容もも情報公開。情報公開。

–– 事業の名称、国名、場所、概要、セクター、カ事業の名称、国名、場所、概要、セクター、カ
テゴリ分類及びその根拠テゴリ分類及びその根拠
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要請確認段階の手続き要請確認段階の手続き

要請案件検討
カテゴリ分類

カテゴリカテゴリAAは情報公開は情報公開

外務省に対する提言外務省に対する提言

外務省が国際約束締結外務省が国際約束締結

カテゴリカテゴリAAととBBははJICAJICAから外務省への提言も公開から外務省への提言も公開
協力事業の内容を情報協力事業の内容を情報

公開公開

追加情報の収集追加情報の収集
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開発調査開発調査
相手国政府 日本外務省

プロ概要などの資料作成

在外公館、JICA事務所が相談

プロ形調査

環境社会配慮の提言要請書受領

調査実施指示

事前調査の実施

事前評価

S/Wの署名・交換

本格調査（環・社配慮実施）

環・社配慮上必要な手続

要請書を日本大使館に提出

案件検討・各省協議

本格調査（環・社配慮実施）

JICA

不採択通知 No Yes

Yes

No 中止を提言

発
掘
段
階

準
備
段
階

終
了

後
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カテゴリカテゴリAA案件の手続き案件の手続き

事前調査

S/Wの締結

本格調査（EIAレベル）

スコーピング

アセスメント

ミティゲーション

環境社会配慮の概要検討

最終報告書案作成

事前調査結果とS/Wを情報公開

ステークホルダーとの協議

ステークホルダーとの協議

最終報告書 情報公開

ステークホルダーとの協議
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開発調査（開発調査（M/PM/P）の環境社会配慮）の環境社会配慮
事前調査段階事前調査段階
–– カテゴリカテゴリAA、、BBはは調査団に環境社会配慮団員を加える調査団に環境社会配慮団員を加える

–– スクリーニングと予備的スコーピングを実施スクリーニングと予備的スコーピングを実施

–– 相手国政府と環境社会配慮の方針、体制について合意相手国政府と環境社会配慮の方針、体制について合意

S/WS/W署名段階署名段階
–– S/WS/W（含（含TORTOR案）署名。合意できなければ保留し、実施すべきでな案）署名。合意できなければ保留し、実施すべきでな
いと判断した場合はいと判断した場合は外務省に中止を提言外務省に中止を提言

–– S/WS/Wおよび環境社会配慮に関する情報を公開および環境社会配慮に関する情報を公開

本格調査段階本格調査段階
–– カテゴリカテゴリAA、、BBについては環境社会配慮団員を加えるについては環境社会配慮団員を加える

–– IEEIEEレベルの環境社会配慮調査を行うレベルの環境社会配慮調査を行う

–– AA案件は、情報公開の上でステークホルダーとの協議を案件は、情報公開の上でステークホルダーとの協議を少なくとも少なくとも
３回行なう３回行なう
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開発調査（開発調査（F/SF/S）の環境社会配慮）の環境社会配慮

事前調査段階まで事前調査段階までははM/PM/Pの手続きの手続きに準拠に準拠

本格調査以降、本格調査以降、M/PM/Pと異なる点と異なる点：：

–– カテゴリカテゴリAA案件案件

EIAEIAレベルの環境社会配慮レベルの環境社会配慮調査調査を行うを行う

ステークホルダーとの協議を３回ステークホルダーとの協議を３回 ((スコーピングスコーピング時、概要検討時、概要検討
時、最終報告書案作成時）時、最終報告書案作成時）

–– カテゴリカテゴリBB案件案件

IEEIEEレベルの環境社会配慮レベルの環境社会配慮調査を行う調査を行う

調査結果を踏まえ調査結果を踏まえ再度再度カテゴリ分類カテゴリ分類

–– 結果、結果、AA案件となれば、案件となれば、AA案件の手続へ案件の手続へ
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開発調査（開発調査（詳細設計調査詳細設計調査((D/D)D/D)））
JBICJBICとの連携との連携D/DD/D

JBICJBICによる環境審査プロセスをによる環境審査プロセスを経て、経て、円借款供与が適円借款供与が適
切であるとされた案件切であるとされた案件を対象を対象

エンジニアリング分野の実施設計調査を実施エンジニアリング分野の実施設計調査を実施

JBICJBICの審査の審査結果と異なる状況がないか確認結果と異なる状況がないか確認

連携連携D/DD/D以外の以外のD/DD/D

JBICJBICガイドラインを参考にガイドラインを参考に審査し、環境社会配慮が適切審査し、環境社会配慮が適切
に行われたものを対象に行われたものを対象

エンジニアリング分野の実施設計調査を実施エンジニアリング分野の実施設計調査を実施

各段階で各段階で適切な環境社会配慮の確保を確認適切な環境社会配慮の確保を確認
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無償資金協力のための事前の調査無償資金協力のための事前の調査
相手国政府 日本外務省

プロ概要などの資料作成

在外公館、JICA事務所が相談

プロ形調査

環境社会配慮の提言要請書受領

調査実施指示

予備調査の実施

調査結果評価

交換公文署名

業務実施管理：契約など

要請書を日本大使館に提出

案件検討・各省協議

JICA

不採択通知 No Yes

Yes

No 中止を提言

発
掘
段
階

準
備
段
階

実
施

監
督

閣議決定案件中止

実施促進指示 実施促進

基本設計調査の実施審
査,

交
渉,

承
認

No

Yes

環・社配慮上必要な手続
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カテゴリカテゴリAA案件の手続き案件の手続き

EIA等の実施状況を確認

実施済みの場合 実施されていない場合

基本設計調査を実施 開発調査等を用いて
EIAレベルの環境社会

配慮調査を実施

又は

協力の中止を含めた
対応を外務省に提言

情報公開
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カテゴリカテゴリBB案件の手続き案件の手続き

情報公開情報公開IEEIEEレベルの環境社会配慮調査レベルの環境社会配慮調査

スクリーニング 開発調査に準拠又は中止を開発調査に準拠又は中止を
外務省に提言外務省に提言

基本設計調査に反映基本設計調査に反映

A

環境社会配慮の作業を終了環境社会配慮の作業を終了

B

C

予備調査の実施

スコーピング
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AA案件の場合案件の場合
改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要のない場合必要のない場合、基本設計、基本設計
調査調査(B/D)(B/D)を行うを行う

改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要がある場合必要がある場合、必要な環、必要な環
境社会配慮調査を行うことか協力の中止を含めた対策を外境社会配慮調査を行うことか協力の中止を含めた対策を外
務省に提言する務省に提言する

BB案件の場合案件の場合
改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要のない場合必要のない場合、基本設計、基本設計
調査調査(B/D)(B/D)を行うを行う

改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要がある場合必要がある場合、予備調査、予備調査
等にて等にてIEEIEEレベルの環境社会配慮調査を行うレベルの環境社会配慮調査を行う
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技術協力プロジェクト技術協力プロジェクト
相手国政府 日本外務省

プロ概要などの資料作成

在外公館、JICA事務所が相談

プロ形調査

環境社会配慮の提言要請書受領

調査実施指示

事前調査の実施

事前評価

プロジェクトの継続

要請書を日本大使館に提出

案件検討・各省協議

JICA

不採択通知 No Yes

Yes

No 中止を提言

発
掘
段
階

準
備

段
階

実
施
監
督 プロ・モニタリング実施

環・社配慮上必要な手続

R/Dの署名・交換

交
渉

承
認

事後評価(3-5年後）

プロ・モニタリングの実施

評
価

プロ実施の環境整備
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カテゴリカテゴリAA案件の手続き案件の手続き

EIA等の実施状況を確認

実施済みの場合 実施されていない場合

R/Dの締結 開発調査等のスキーム
を用いて環境社会配慮
調査を行う等の措置を外
務省に提言

情報公開

モニタリング 情報公開

評価 情報公開
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カテゴリカテゴリBB案件の手続き案件の手続き

IEEIEEレベルの環境社会配慮調査レベルの環境社会配慮調査

スクリーニング

開発調査に準拠開発調査に準拠
又は中止を外務又は中止を外務
省に提言省に提言

R/DR/Dの締結の締結

カテゴリA

環境社会配慮の作業を環境社会配慮の作業を
終了終了

カテゴリC

事前調査の実施

情報公開情報公開

カテゴリB

評価

情
報
公
開

モニタリング
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プロジェクトサイクルの準備段階～実施段階プロジェクトサイクルの準備段階～実施段階

までまでJICAJICAが支援が支援

–– AA案件の場合案件の場合

改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要なし必要なし→→プロジェクトを実プロジェクトを実
施する施する

改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要あり必要あり→→適切な措置をと適切な措置をと
る必要がある旨をる必要がある旨を外務省に提言外務省に提言するする

–– BB案件の場合案件の場合

改めて環境社会配慮調査を行う改めて環境社会配慮調査を行う必要なし必要なし→→プロジェクトを実プロジェクトを実
施する施する

改めて行う改めて行う必要あり必要あり→→IEEIEEレベルの調査を実施レベルの調査を実施
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相手国政府の行なうモニタリング結果を確認相手国政府の行なうモニタリング結果を確認

環境社会配慮が不十分な場合、相手国政府に環境社会配慮が不十分な場合、相手国政府に
対し、透明でアカウンタブルなプロセスによる適対し、透明でアカウンタブルなプロセスによる適
切な対応を求める切な対応を求める

事業実施主体の能力が不十分な場合、事業実施主体の能力が不十分な場合、JICAJICAはは
技術の習得等の人材育成を含めモニタリングに技術の習得等の人材育成を含めモニタリングに
関連する協力を行う関連する協力を行う

モニタリングモニタリング
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フォローアップ（各スキーム共通）フォローアップ（各スキーム共通）

JICAJICAは環境社会配慮調査結果を考慮した環境は環境社会配慮調査結果を考慮した環境
影響評価の手続きを確認するため、フォローアッ影響評価の手続きを確認するため、フォローアッ
プを行うプを行う

–– 事業実施主体による事業実施主体によるEIAEIA手続きの状況を確認手続きの状況を確認（開発調（開発調
査、無償資金協力のための事前の調査）査、無償資金協力のための事前の調査）

–– 環境社会配慮環境社会配慮調査の結果や提言調査の結果や提言が、プロジェクトのが、プロジェクトの
住民移転計画、影響緩和策などに住民移転計画、影響緩和策などに反映されているこ反映されているこ
とを適宜確認とを適宜確認 。その結果を。その結果を情報公開。情報公開。

–– 予期せぬ影響が生じた場合、必要に応じ現地調査等予期せぬ影響が生じた場合、必要に応じ現地調査等
により問題の把握に努める。により問題の把握に努める。
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別紙別紙1.1.相手国政府に求める環境社会配慮の要件相手国政府に求める環境社会配慮の要件

代替案や緩和策の検討代替案や緩和策の検討

定量的評価定量的評価

EIAEIA報告書の作成報告書の作成

第三者委員会の設置第三者委員会の設置

影響のスコープ影響のスコープ

社会的合意社会的合意

非自発的住民移転非自発的住民移転

先住民族先住民族

モニタリングモニタリング
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別紙別紙2.2. 一般に影響を及ぼしやすいセクター・一般に影響を及ぼしやすいセクター・

特性、影響を受けやすい地域の例示特性、影響を受けやすい地域の例示

鉱業開発等１４セクター鉱業開発等１４セクター

非自発的住民移転等４特性非自発的住民移転等４特性

国立公園や保護地域国立公園や保護地域



2004/2/272004/2/27 4444

別紙３．スクリーニング様式別紙３．スクリーニング様式

カテゴリ分類の際の情報として使用カテゴリ分類の際の情報として使用

事業特性と地域特性について質問事業特性と地域特性について質問
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別紙４．カテゴリ別紙４．カテゴリAA案件のための案件のためのEIAEIA報告書報告書

概要概要

政策的、法的、行政的枠組み政策的、法的、行政的枠組み

案件の記述案件の記述

基本情報基本情報

環境への影響環境への影響

代替案の分析代替案の分析

環境管理計画環境管理計画

協議協議
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パブリックコメントの受付パブリックコメントの受付

平成１５年１２月３日から平成１６年２月６日迄平成１５年１２月３日から平成１６年２月６日迄

パブリックコメント募集中パブリックコメント募集中

コメントのあて先：コメントのあて先：jicapvg@jica.go.jpjicapvg@jica.go.jp

URL:http://www.jica.go.jp/global/environment/guideline_07.htmlURL:http://www.jica.go.jp/global/environment/guideline_07.html

了了


